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経済産業施策に係る主な課題 

 

経済産業委員会調査室  縄田 康光 

 

１．はじめに 

 2016 年６月、「日本再興戦略 2016」が閣議決定された。同戦略は「戦後最大の名目ＧＤ

Ｐ600 兆円」の実現等、「新・三本の矢」で示された考えを反映したものとなっている1。

一方、エネルギー分野では、2014 年４月のエネルギー基本計画（第４次）、2015 年７月の

「長期エネルギー需給見通し」（エネルギーミックス）策定を受けて、2016 年４月、エネ

ルギーミックスの実現を図る「エネルギー革新戦略」が策定された。また、東京電力の経

営改革を提言するために 2016 年 10 月に設置された「東京電力改革・１Ｆ問題委員会」で

は、福島第一原子力発電所事故に係る廃炉や賠償の費用負担の在り方等についても議論が

行われている。さらに通商分野では、環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定（以下「Ｔ

ＰＰ協定」という。）が第 192 回国会において承認されたが、米国のトランプ次期大統領が

ＴＰＰ協定からの離脱を表明しており、同協定の発効の見通しは極めて厳しいものとなっ

ている。本稿ではこれらの点を踏まえつつ、経済産業施策に係る主な課題について概観す

ることとしたい。 

 

２．我が国経済の最近の状況と「日本再興戦略 2016」 

（１）我が国経済の最近の状況 

 2015 年度の我が国の実質ＧＤＰ成長率は、対前年度で 1.3％のプラス成長であった2。消

費税率引上げ（５％から８％）の影響による消費の減少等により 0.4％減のマイナス成長

となった 2014 年度と比較すると持ち直しが見られるが、四半期別に見ると、2015 年４－

６月期は 0.1％減（年率換算：0.5％減）、７－９月期は 0.2％増（同：0.8％増）、10－12

月期は 0.4％減（同：1.8％減）、2016 年１－３月期は 0.7％増（同：2.8％増）と一進一退

の状況であった。2016 年４－６月期は 0.5％増（同：1.8％増）、７－９月期は 0.3％増（同：

1.3％増）となっており、３期連続でプラス成長が続いているが、４－６月期及び７－９月

期のＧＤＰデフレーターは再びマイナスに転じている3。 

 名目で見ると、我が国のＧＤＰは、2012 年度の 494.7 兆円から 2015 年度には 532.2 兆

円へと 37.5 兆円増加し、リーマン・ショック前の 2007 年度（531.0 兆円）の水準を回復

したが4、家計最終消費支出は 284.0 兆円から 292.4 兆円へと緩やかな増加にとどまってい

                                                                                  
1 2015 年９月に示された「新・三本の矢」は、「希望を生み出す強い経済」（ＧＤＰ600 兆円の実現等）、「夢を

つむぐ子育て支援」（希望出生率 1.8 の実現等）、「安心につながる社会保障」（介護離職ゼロの実現等）を内

容としている。 
2 経済成長率は、いずれも 2016 年７－９月期・２次速報（2016 年 12 月８日公表）による。 
3 2013 年７－９月期以降、ＧＤＰデフレーターはプラスが続いていたが、2016 年４－６月期は－0.2％、７－

９月期は－0.2％となっている（2016 年７－９月期・２次速報）。 
4 2016 年７－９月期・２次速報から研究・開発の資本化等、ＧＤＰ速報の推計手法が変更されたため、名目Ｇ

ＤＰは大幅に増加している（１次速報（2016 年 11 月 14 日公表）では、2012 年度：474.4 兆円、2015 年度：
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る。一方、民間企業設備は 71.8 兆円から 81.2 兆円へと増加している5。 

 企業収益（経常利益）を見ると6、2011 年度の 45.3 兆円から、48.5 兆円（2012 年度）、

59.6 兆円（2013 年度）、64.6 兆円（2014 年度）、68.2 兆円（2015 年度）と増加を続けてい

る。また、利益剰余金（いわゆる内部留保）が 2012 年度の 304.5 兆円から 2015 年度には

377.9 兆円に大幅に増加している7。一方、人件費は 2012 年度の 196.9 兆円から 2015 年度

の 198.2 兆円へと微増にとどまっている8。 

名目ＧＤＰの増加など「もはやデフレではない」状況にあると言われる日本経済である

が、企業収益の改善を賃金・消費の増加につなげていけるか注目される。 

 

（２）消費税率引上げの再延期 

 2016 年６月１日、安倍総理は記者会見において、①アベノミクスは順調にその結果を出

しているものの、世界経済は不透明感を増している、②最大の懸念は、中国など新興国経

済に「陰り」が見えることであり、世界的な需要の低迷、成長の減速が懸念される、③伊

勢志摩サミットにおいても、「新たに危機に陥ることを回避するため」、「適時に全ての政策

対応を行う」ことで合意し、首脳宣言に明記された9、④そうした中で、内需を腰折れさせ

かねない消費税率の引上げは延期すべきであると判断した、として消費税率の８％から

10％への引上げを2017年４月から2019年10月に30か月延期すると表明した。一方で2020

年度のプライマリーバランスの黒字化を目指す財政健全化目標は堅持するとしている。消

費税率の引上げ延期は、2014 年 11 月に 2015 年 10 月から 2017 年４月へ 18 か月延期され

たのに続き２回目である。 

 

（３）「日本再興戦略 2016」 

 2016 年６月２日、「日本再興戦略 2016－第４次産業革命に向けて－」（以下「再興戦略

2016」という。）が閣議決定された。これは最初の「日本再興戦略」（2013 年６月）から３

回目の改訂である10。再興戦略 2016 では、「回り始めた経済の好循環を、持続的な成長路

線に結びつけ、『戦後最大の名目ＧＤＰ600 兆円』の実現を目指していく」とし、実現のた

めには、①新たな「有望成長市場」の戦略的創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足

                                                                                  
500.6 兆円となっている）。 

5 旧推計手法を用いた１次速報でも、2012 年度：64.8 兆円、2015 年度：70.1 兆円となっており、日本再興戦

略（2013 年６月）の「３年間でリーマン・ショック前の設備投資水準(70 兆円/年)を回復する」との目標は

達成されている。 
6 「法人企業統計」（財務省）の全産業（金融業、保険業を除く）の経常利益の数値。 
7 「法人企業統計」（財務省）の全産業（金融業、保険業を除く）の数値。 
8 「法人企業統計」（財務省）の全産業（金融業、保険業を除く）の数値。「人件費」とは役員給与、役員賞与、

従業員給与、従業員賞与、福利厚生費の合計額である。2014 年度について見ると、195.9 兆円の人件費のう

ち従業員給与は 127.1 兆円、従業員賞与は 21.1 兆円となっている。 
9 Ｇ７伊勢志摩首脳宣言（2016 年５月 27 日）では、世界経済の状況について、「新たな危機に陥ることを回避

するため、経済の強じん性を強化してきているところ、この目的のため、適時に全ての政策対応を行うこと

により、現在の経済状況に対応するための努力を強化することにコミットする。」と記載されている。 
10 「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-」（2013 年６月）の後、「日本再興戦略改訂 2014 －未来への挑戦－」（2014

年６月）、「日本再興戦略改訂 2015 －未来への投資・生産性革命－」（2015 年６月）と１年ごとに改訂され

ている。 
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を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支える「人材強化」の３つの課題に向けた

更なる改革が必要だとしている。また、生産性革命の最大の鍵はＩｏＴ（Internet of Things）
11、ビッグデータ、人工知能等を活用する「第４次産業革命12」であるとしている。 

 再興戦略 2016 では「600 兆円に向けた『官民戦略プロジェクト 10』」として、①第４次

産業革命（ＩｏＴ・ビッグデータ・人工知能）（付加価値創出：30 兆円〔2020 年〕）、②世

界最先端の健康立国へ（市場規模：16 兆円(2011 年)⇒ 26 兆円(2020 年)）、③環境 ・エネ

ルギー制約の克服と投資拡大（エネルギー関連投資：18 兆円(2014 年度) ⇒ 28 兆円(2030

年度)）、④スポーツの成長産業化（市場規模：5.5 兆円(2015 年)⇒15 兆円(2025 年)）、⑤

既存住宅流通・リフォーム市場の活性化（市場規模：11 兆円(2013 年)⇒20 兆円(2025 年)）、

⑥サービス産業の生産性向上（付加価値：343 兆円(2014 年)⇒ 410 兆円(2020 年)）、⑦中

堅・中小企業・小規模事業者の革新、⑧攻めの農林水産業の展開と輸出力の強化（６次産

業市場：5.1 兆円(2014 年度) ⇒ 10 兆円(2020 年度)）、⑨観光立国（外国人旅行消費額：

3.5 兆円（2015 年）⇒15 兆円（2030 年））、⑩官民連携による消費マインドの喚起策を挙げ

ている。  

また、再興戦略 2016 では、第４次産業革命を推進する政府全体の司令塔として、日本経

済再生本部の下に「第４次産業革命官民会議」を設置するとしている。これについては、

これまでの産業競争力会議と「未来投資に向けた官民対話」を統合した成長戦略の司令塔

として 2016 年９月に設置された「未来投資会議」13が「第４次産業革命官民会議」の役割

も果たすこととなった。 

 

（４）「新産業構造ビジョン」中間整理 

 経済産業省では、「日本再興戦略改訂 2015」（2015 年６月）に基づき14、産業構造審議会

の下に新産業講造部会を設置し（同年８月）、ＩｏＴ・ビッグデータ・人工知能等による変

革に的確に対応するため、官民が共有できるビジョン（新産業構造ビジョン）の検討を行

い、2016 年４月に中間整理を取りまとめた15。 

 同中間整理では、第４次産業革命に対応した変革が実行されず、低成長で推移する「現

状放置シナリオ」と、第４次産業革命による生産性の飛躍的な向上、成長産業への経済資

源の円滑な移動等が実現した「変革シナリオ」の２つのケースについて試算を行っている。

「現状放置シナリオ」の場合、2015 年度から 2030 年度までのＧＤＰ成長率が実質 0.8％、

名目 1.4％にとどまり、従業者数が 735 万人減少するのに対し、「変革シナリオ」の場合、

                                                                                  
11 モノのインターネット化。自動車・家電等のモノをインターネットに接続し、情報を交換することにより新

たな価値が生み出されるという考え。 
12 第１次産業革命は紡績機や蒸気機関の発明、第２次産業革命は石油・電気の利用による大量生産、第３次産

業革命はコンピューターや産業ロボットによる自動化をいう。 
13「未来投資会議の開催について」（2016 年９月９日日本経済再生本部決定） 
14「日本再興戦略改訂 2015」は、「ＩｏＴ・ビッグデータ・人工知能による変革は、従来にないスピードとイ

ンパクトで進むものと予想されるが、やや出遅れがちの我が国に試行錯誤をする余裕はない。民間が時機を

失うことなく的確な投資を行い、また、国がそれを促し加速するためのルールの整備・変更を遅滞なく講じ

ていくためには、羅針盤となる官民で共有できるビジョンが必要である。」としている。 
15「新産業構造ビジョン 中間整理」（2016 年４月 27 日産業構造審議会新産業構造部会） 
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実質ＧＤＰ成長率が 2.0％増、名目ＧＤＰ成長率が 3.5％となり、従業者数の減少は 161

万人にとどまるとしている。 

 

（５）第４次産業革命に対応した知的財産の保護 

 「新産業構造ビジョン」中間整理では、「デジタル・ネットワーク技術によって生み出さ

れる新たな情報財（ＡＩによる創作物、データベース等）についての知的財産制度上の取

扱の明確化を進めることが必要」としており、現在、産業構造審議会（営業秘密の保護・

活用に関する小委員会）等において16、第４次産業革命に向けたデータ・知財の利活用と

保護について検討が行われている。現在の制度では、単なるデータ集合体等は特許法では

保護されず、営業秘密の保護要件（秘密管理性、有用性、非公知性）を満たさないものに

ついては不正競争防止法の保護対象外となっているが、ビッグデータ等についての法的保

護の在り方が、法改正の可能性も含め注目される。 

 

３．厳しい状況にあるＴＰＰ協定 

（１）閣僚会合における大筋合意 

 ＴＰＰ協定は、2015 年 10 月、米国アトランタでの交渉参加 12 か国17の閣僚会合におい

て大筋合意に達し、2016 年２月にニュージーランドのオークランドで署名が行われた。Ｔ

ＰＰ協定が発効すれば、世界のＧＤＰの４割弱、人口の１割強を占める巨大経済圏が生ま

れることとなる。前文と 30 章からなる同協定は、関税だけでなく、サービス・投資の自由

化を進め、電子商取引、国有企業、知的財産、環境等など幅広い範囲をカバーしている。

政府はＴＰＰ協定の経済効果について、関税撤廃・削減のみならず、非関税措置（貿易円

滑化等）によるコスト縮減、貿易・投資促進効果等も含め、実質ＧＤＰの拡大効果が 2.59％

（13.6 兆円）、労働供給の増を約 80 万人と試算している18。 

 

（２）工業製品等の関税撤廃 

 ＴＰＰ協定における我が国の関税撤廃率は、品目数ベースで 95％と他の 11 か国（99～

100％）に比べると低いが（図表１参照）、我が国が今までに結んだ経済連携協定（ＥＰＡ）

／自由貿易協定（ＦＴＡ）の中では最も高いものとなっている19。 

工業製品については、日本の相手国（11 か国）の関税撤廃率は品目数ベース、貿易額ベ 

ースともに 99.9％と極めて高い水準となっている（図表２参照）。特にＥＰＡ未締結の米

国、カナダ、ニュージーランドについて、ＴＰＰ発効時点で工業製品の無税割合が大きく

                                                                                  
16 経済産業省に設置された「第四次産業革命を視野に入れた知財システムの在り方に関する検討会」も、2016

年 10 月から、第四次産業革命の下での経済社会情勢に対応する企業の経営・知財戦略とそれを支える知財制

度・運用の在り方の検討を行っており、2017 年３月末の中間整理取りまとめを目指している。 
17 日本、米国、カナダ、豪州、ニュージーランド、シンガポール、メキシコ、チリ、ペルー、マレーシア、ベ

トナム、ブルネイ 
18 内閣官房ＴＰＰ政府対策本部「ＴＰＰ協定の経済効果分析」（2015 年 12 月） 
19 今まで日本が締結した経済連携協定（ＥＰＡ）／自由貿易協定（ＦＴＡ）の中で、関税撤廃率が高い日豪Ｅ

ＰＡで 89％の撤廃率となっている。 
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上昇することになる20。また政府の機械的試算によると21、11 か国への 4,980 億円の関税支

払額（2010 年）が初年で 2,796 億円、最終年で 4,963 億円減少するとされている。 

 米国向けの乗用車（現行税率：2.5％）については、15 年目から税率削減を開始し（2.25％）、 

20 年目で半減（1.25％）、25 年目で撤廃するとされ、トラック（現行税率：25％）につい

ても 29 年間関税維持の上で 30 年目に撤廃するなど関税撤廃に極めて長期を要する内容と 

なっている。一方、米国向けの自動車部品については、品目数ベースで 87.4％、輸出額ベ

ースで 81.3％が即時撤廃となっている。また、カナダ向け乗用車（現行税率：6.1％）に

ついては、５年目に関税が撤廃される。 

 我が国の工業製品については、品目数ベースで 95.3％、貿易額ベースで 99.1％が即時撤

廃され、最終的には 100％が関税撤廃となる。比較的高い税率が課されていた皮革・履物

についても 11 年目ないし 16 年目に撤廃される。 

 

図表１ ＴＰＰ交渉参加国の関税撤廃率 

 

（出所）内閣官房ＴＰＰ政府対策本部資料より作成 

 

図表２ 工業製品の即時撤廃率及び関税撤廃率 

 
（出所）経済産業省資料より作成 

                                                                                  
20 無税割合が米国 39％、カナダ 47％、ニュージーランド 79％であるのが、それぞれ 67％、68％、98％に上昇

する。 
21 2010 年の工業製品輸出実績額に、ＷＴＯのＭＦＮ（最恵国待遇）関税率とＴＰＰ税率との差を乗じた額を

関税支払減少額と見なしたもの(内閣官房・財務省・農林水産省・経済産業省「関税収入減少額及び関税支払

減少額の試算について」（2015 年 12 月)）。 

国 日本 米国 カナダ 豪州 ＮＺ シンガポール
品目数ベース 95% 100% 99% 100% 100% 100%
貿易額ベース 95% 100% 100% 100% 100% 100%

国 メキシコ チリ ペルー マレーシア ベトナム ブルネイ

品目数ベース 99% 100% 99% 100% 100% 100%
貿易額ベース 99% 100% 100% 100% 100% 100%

○日本の相手国（各国別）

品目数ベース 貿易額ベース 品目数ベース 貿易額ベース
米国 90.9% 67.4% 100% 100%
カナダ 96.9% 68.4% 100% 100%
ＮＺ 93.9% 98.0% 100% 100%
豪州 91.8% 94.2% 99.8% 99.8%
ブルネイ 90.6% 96.4% 100% 100%
チリ 94.7% 98.9% 100% 100%
マレーシア 78.8% 77.3% 100% 100%
メキシコ 77.0% 94.6% 99.6% 99.4%
ペルー 80.2% 98.2% 100% 100%
シンガポール 100% 100% 100% 100%
ベトナム 70.2% 72.1% 100% 100%

・即時撤廃率：（品目数ベース）95.3％　（貿易額ベース）99.1％
・関税撤廃率：（品目数ベース）100％　 （貿易額ベース）100％

・即時撤廃率：（品目数ベース）86.9％　（貿易額ベース）76.6％
○日本の相手国（ＴＰＰ11か国全体）

○日本側（相手国（ＴＰＰ11か国）全体）

即時撤廃率 関税撤廃率
国名

・関税撤廃率：（品目数ベース）99.9％　（貿易額ベース）99.9％
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（３）極めて厳しい見通しのＴＰＰ協定の発効 

 ＴＰＰ協定は、署名の日から２年の期間内に全ての原署名国が国内法上の手続完了を通

報しなかった場合、2013 年における全原署名国の国内総生産（ＧＤＰ）の合計の 85％以上

を占める６か国以上が手続完了を通報すれば、60 日で発効するとされている（第 30・５条）。 

我が国において承認されたＴＰＰ協定であるが、米国のトランプ次期大統領が協定から

の離脱を表明し、全原署名国のＧＤＰの６割以上を占める米国がＴＰＰ協定に参加しない

見通しが強まったことにより、ＴＰＰ協定の発効の見通しは極めて厳しいものとなった。 

 「日本再興戦略」（2013 年６月）において、2018 年までに貿易のＦＴＡ比率 70％を目指

すとしており、ＴＰＰ協定締結により同比率は 22.7％から 39.5％に拡大する見通しであっ

た22。しかし、ＴＰＰ協定の発効の見通しが立たなくなったことにより 70％目標の達成も

難しいものとなっている。 

 我が国はＴＰＰ協定に加えて、東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）23、日ＥＵ経

済連携協定（ＥＰＡ）の「メガＦＴＡ」交渉を進めている。ＲＣＥＰは 2012 年 11 月に交

渉立上げが宣言され、当初は 2015 年末までの締結を目指していたが、その後 2016 年内に

延期され、その目標も事実上困難になっている。日ＥＵ・ＥＰＡは 2013 年３月交渉開始が

決定され、2016 年中の交渉妥結を目指している。ＴＰＰ協定の発効の見通しが立たなくな

ったこと等により、不透明になった我が国の経済連携協定交渉の今後が注目される。 

 

４．中小企業政策 

（１）我が国中小企業者数の概況 

 我が国の中小企業者数24は 380.9 万者であり（企業全体に占める割合：99.7％）、うち小

規模事業者は 325.2 万者（同：85.1％）となっている（2014 年）。2009 年（中小企業者数

420.1 万者、うち小規模事業者数 366.5 万者）、2012 年（同 385.3 万者、334.3 万者）と比

較すると減少傾向にあるが、減少のペースは緩やかになっており、中規模企業については

増加に転じている（2012 年：51.0 万者、2014 年：55.7 万者）。また中小企業の従業者数に

ついても 3,217 万人（2012 年）から 3,361 万人（2014 年）と増加（144 万人25）している。 

 また、「日本再興戦略」（2013 年６月）では、2020 年までに黒字中小企業・小規模事業

者を 70 万社から 140 万社に増やすことを目標としているが、黒字中小企業・小規模事業者

数は 2013 年度の 80.6 万社から 2014 年度には 86.0 万社へと増加している。 

                                                                                  
22 2015 年の日本の貿易総額に占める割合。ＴＰＰ協定の署名国のうち、日本が二国間ＥＰＡを締結していな

い米国（15.1％）、カナダ（1.3％）、ニュージーランド（0.4％）の分が上乗せされている。再興戦略 2016

でも「2015 年度末時点：39.5％」とされている。 
23 ＡＳＥＡＮ10 か国＋６か国（日本、中国、韓国、豪州、ニュージーランド、インド）が交渉に参加する広

域経済連携。実現すれば人口で全世界の約半分、ＧＤＰで約３割を占める広域経済圏となる。 
24 中小企業者の定義は、①製造業その他では資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する

従業員の数が 300 人以下の会社及び個人、②卸売業では、同じく１億円以下、100 人以下、③小売業では、

同じく５千万円以下、50 人以下、④サービス業では、同じく５千万円以下、100 人以下となっている。また、

小規模企業者の定義は、製造業その他では従業員 20 人以下、商業・サービス業では従業員５人以下となって

いる。小規模事業者を除いた中小企業が中規模企業である。 
25 中規模企業が 2,024 万人（2012 年）から 2,234 万人（2014 年）へと 210 万人増加しているのに対し、小規

模企業は 1,192 万人（2012 年）から 1,127 万人（2014 年）へと 65 万人減少している。 
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（２）再興戦略 2016 における中小企業施策 

 再興戦略 2016 では、「ローカルアベノミクスの深化」として、サービス産業の生産性向

上、中堅・中小企業・小規模事業者の革新等を挙げている。 

サービス産業の生産性向上については、「サービス産業チャレンジプログラム」（2015 年

４月日本経済再生本部決定）に基づき、2020 年までに労働生産性の伸びを 2.0％とするこ

とを目標としているが26、更に①2020 年までに生産性の伸び率が 10％程度の成長企業を全

国で１万社創出、②事業分野別の生産性向上等の施策を講じるとしている。②については、

「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の一部を改正する法律」（中小企業等経営

強化法27）（2016 年５月成立）に基づく、事業者が行うべき経営力向上のための取組28につ

いて示した「事業分野別指針」を、サービス産業チャレンジプログラムの対象７分野（宿

泊業、運送業（トラック）、外食・中食業、医療分野、介護分野、保育分野、卸・小売業）

等において速やかに策定する等としている。 

 中堅・中小企業・小規模事業者の革新のための施策としては、①世界市場を目指した地

域中核企業の成長支援、②ＴＰＰを契機とした地域中小企業等の海外展開支援、③ＩＴ利

活用をはじめとする中堅企業・中小企業・小規模事業者の生産性向上支援、④中小企業・

小規模事業者の「稼ぐ力」の確立に向けた金融機能の強化と事業再生・事業承継等の施策

を掲げている。①については、地域に産学官金からなるイノベーションコンソーシアムを

設置し、大学等の優れた技術力に関する目利き力、地域金融機関の有する企業に関する情

報等の活用等を通じて、地域の中堅・中小企業群の中から地域経済を牽引する地域中核企

業へと成長できる企業を発掘する等の取組を行い、先導的なプロジェクトを、毎年 200 程

度を目安に５年間で約 1,000 支援するとしている。②については、2016 年２月に創設され

た「新輸出大国コンソーシアム」29の下、海外ビジネスに精通した専門家を活用し、現地

人材の確保、海外認証取得、販路開拓等の支援を行い、総合的な支援の対象企業の市場開

拓・事業拡大成功率 60％以上30を目指すとしている。③については、事業分野別指針の早

期策定、ＩＴ化やロボット等を利用した省力化の促進等を行う。④は、地域企業の経営支

援等の参考となる評価指標・手法（ローカルベンチマーク31）も活用した、担保・個人保

証に頼らない成長資金供給促進等を行うというものである。 

                                                                                  
26 2013 年の実績は 0.8％、2014 年は 1.0％である。 
27 第 190 回国会において成立した中小企業等経営強化法は、国による事業分野別指針の策定に加え、中小企業・

小規模事業者等が「経営力向上計画」を策定し、国の認定を受けるとされており、認定事業者は固定資産税

の軽減（３年間半減）等の特例措置を受けることができる。 

28 商品・サービスの見直しのための顧客データの分析、ＩＴの活用、財務管理の高度化等 
29 海外産業人材育成協会、海外需要開拓支援機構（クールジャパン機構）、国際協力機構（ＪＩＣＡ）、国際協

力銀行（ＪＢＩＣ）、全国商工会連合会、全国中小企業団体中央会、日本商工会議所、日本貿易振興機構（ジ

ェトロ）、日本貿易保険（ＮＥＸＩ）、経済産業省などから成る。我が国が目指す「新輸出大国」実現のため、

海外展開を図る中堅・中小企業に対して専門家が寄り添い、技術開発から市場開拓に至るまで、支援策を提

供するなど総合的な支援を可能とする体制を構築する。 
30 「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」(2015 年 11 月ＴＰＰ総合対策本部決定)において「中堅・中小企業等の新

市場開拓のための総合的支援体制の抜本的強化」として「総合的な支援の対象企業の市場開拓・事業拡大成

功率 60％以上を目指す。」としている。 
31 企業の経営状態の「健康診断」を行うツールとしてのローカルベンチマークについては、経済産業省の「地

域企業 評価手法・評価指標検討会」において検討が行われ、2016 年３月に中間とりまとめが公表された。 
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（３）ベンチャー支援、信用補完制度の見直し、下請取引の適正化、企業立地促進法の見

直し 

ア ベンチャー支援 

  「日本再興戦略」（2013 年６月）では、産業の新陳代謝を促し、開業率・廃業率が米 

国・英国レベル（10％台）になることを目指すとしているが、我が国では開業率 4.9％、

廃業率 3.7％（いずれも 2014 年度）と依然として低い水準にある。また、起業活動をし

ている者が成人年齢人口（18～64 歳）に占める割合も低く32、ＶＣ（ベンチャーキャピ

タル）投資額も対ＧＤＰ比で米国の７分の１以下となっている33。 

  再興戦略 2016 ではＶＣ投資額の対名目ＧＤＰ比を 2022 年までに倍増することを目指

すとしている。また日本経済再生本部は、我が国のベンチャー・エコシステム34の目指

すべき姿と実現のための政策の方向性等を示した「ベンチャー・チャレンジ 2020」を取

りまとめており（2016 年４月）、地域も含め全国のベンチャー企業が世界市場へ挑戦し

ていく道筋となる「地域と世界の架け橋プラットフォーム」の整備等を進めていくとし

ている。 

イ 信用補完制度の見直し 

  一般に信用力が乏しい中小企業・小規模事業者は、民間金融機関のみでは資金調達を

円滑に進めることは困難であることから「信用補完制度」が活用されている。信用補完

制度は、各地の信用保証協会が事業者の民間金融機関からの借入れに対し保証を行い、

事業者の返済が滞った場合は信用保証協会が代位弁済する「信用保証制度」と、日本政

策金融公庫がこれを再保険する「信用保険制度」から成る35。 

信用保証制度は、一般保証（信用保証協会が融資額の 80％を保証し、20％は金融機関

の負担とする36）とセーフティネット保証（信用保証協会が融資額の 100％を保証する37）

が中心となっており、限度額は一般保証・セーフティネット保証とも普通保証２億円、

無担保保証８千万円となっている。全国の中小企業・小規模事業者の３分の１以上が信

用保証制度を利用しており38、全国で 51 ある信用保証協会の保証債務残高は 2015 年度

末で約 25.8 兆円（約 280 万件）となっている。 

信用補完制度については、中小企業・小規模事業者の資金繰りを下支えし、金融危機

                                                                                  
32 米国 11.9％、イスラエル 11.8％、韓国 9.3％等に対し、日本は 4.8％となっている（いずれも 2015 年）（起

業家精神に関する調査（経済産業省、2015 年)）。 
33 米国の 0.28％に対し日本は 0.04％となっている（ＯＥＣＤ「Entrepreneurship at a Glance」（2015 年））。 
34 起業家、起業支援者、企業、大学、研究機関、金融機関、公的機関等が結びつき、ベンチャーを次々と生み

出し、さらに人材・技術・資金を呼び込み発展する仕組み。 
35 信用保証を受ける中小企業は信用保証協会に信用保証料を支払う。また信用保証協会は、信用保証料のうち

から信用保険料を日本政策金融公庫に支払う。 
36 2007 年 10 月、それまで信用保証協会が 100％保証していたのを、金融機関に 20％負担を求める責任共有制 

度が導入された。この背景としては、100％保証の下で日本政策金融公庫の前身である中小企業金融公庫の信

用保険事業の赤字が続き、金融機関が融資先の中小企業の経営改善に対し取り組むことが求められたことが

挙げられる。なお、例外として小口零細企業保証等は 100％が維持された。 
37 セーフティネット保証制度は、１号（連鎖倒産防止）、２号（事業活動の制限）、３号（事故等の突発的災害）、

４号（自然災害等の突発的災害）、５号（不況業種）、６号（破綻金融機関）が保証割合 100％、７号（金融

機関の経営の合理化）、８号（整理回収機構への債権譲渡）が保証割合 80％となっている。 
38 2015 年３月末時点で 141 万者が利用している。 



立法と調査　2017.1　No.384
131

 

等への対応に当たっても緊急保証等39が効果を挙げた一方、一律で融資の 80％ないし

100％の回収が保証されることにより、金融機関が行うべき事業者の経営支援の取組が十

分行われず、事業者の経営改善を遅らせている等の課題が指摘されていた。 

このため、中小企業政策審議会の金融ワーキンググループにおいて、信用補完制度の

見直しが検討された。ワーキンググループにおいては、一律 80％の保証割合を改め、企

業のライフステージ（創業期、成長期、成熟期等）ごとに調整する方法も議論された。

しかし、論点整理40においては、責任共有制度における保証割合を変更するよりも、過

度な信用保証への依存を回避し、プロパー融資（信用保証なしの融資）を含めた融資全

体で実質的なリスクをシェアする方が有効とされ、企業の通常の成長発展段階において

一定のプロパー融資を確保することが重要としている。また、セーフティネット５号（不

況業種）について、大規模な経済危機等に対応するための新たなセーフティネット保証

を創設するとともに、従来型のセーフティネット保証５号の「100％保証」については見

直しを行うことが有効とされた。中小企業信用保険法の改正の可能性も含め、信用補完

制度の見直しの今後が注目される。 

ウ 下請取引の適正化 

  中小企業・小規模事業者への経済の好循環の拡大を実現するためには、取引条件の改

善が必要であることから、経済産業省は 2016 年９月、「未来志向型の取引慣行に向けて」

を公表し、「３つの基本方針」として、①親事業者による不適正な行為への厳正な対処と

公正な取引環境の実現、②親事業者・下請事業者双方の適正取引や付加価値向上につな

がる取引慣行等の普及・定着、③サプライチェーン全体にわたる取引環境の改善や賃上

げができる環境の整備を示した。また「３つの重点課題」として、①価格決定方法の適

正化（親事業者に一律の原価低減を要請される等）、②コスト負担の適正化（長期間に渡

って無償で金型の保管を押しつけられる等）、③支払条件の改善（手形等で支払いを受け

る比率が高い等）を挙げ、本来は親事業者が負担すべき費用等を下請事業者に押しつけ

ることがないよう徹底するとしている。その対策として、(ｱ)下請代金法の運用強化、(ｲ)

適正取引、付加価値向上の推進、(ｳ)下請代金の支払い条件の改善等を示している。 

(ｱ)については、同年 12 月に公正取引委員会が「下請代金支払遅延等防止法に関する

運用基準」を改正し、違反行為事例を大幅に追加している（66 事例→141 事例）。(ｲ)と

(ｳ)については、同年 12 月に下請中小企業振興法の振興基準が改正されている41。これ

                                                                                  
39 リーマン・ショック後の 2008 年 10 月にセーフティネット保証５号（不況業種）の対象業種を拡大する形で

「原材料価格高騰対応等緊急保証」が導入された（保証枠：当初６兆円→後に 20 兆円に拡大）。「原材料価格

高騰対応等緊急保証」は 2009 年４月の「経済危機対策」を受け、「緊急保証」に名称が変更され（保証枠：

30 兆円）、更に 2009 年 12 月の「明日の安心と成長のための緊急経済対策」を受け、2010 年２月に「景気対

応緊急保証」（保証枠：36 兆円）に変更され、対象業種・保証枠が拡大されていった。景気対応緊急保証制

度は 2011 年３月に終了した。 
40 中小企業政策審議会金融ワーキンググループ「信用補完制度の見直しに向けての方向性案〈論点整理〉」（2016

年 10 月） 
41 ①親事業者の取引先の生産性向上等への協力、②原価低減要請（親事業者・下請双方が生産性改善などに取

り組む、原価低減要請を行うに当たり客観的な経済合理性等を欠くと受け止められることがないよう、十分

に留意する等）、③取引対価への労務費上昇分の影響の考慮、④型の保管・管理の適正化、⑤手形支払及び支

払関係（下請代金はできる限り現金で支払う。現行で繊維業 90 日以内、その他の業種 120 日以内である手形
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らの施策が下請取引の適正化や下請中小企業の賃上げにつながっていくかが注目される。 

エ 企業立地促進法の見直し 

産業構造審議会地域経済産業分科会は、今後の地域経済産業政策の在り方について審

議を行い、2016 年 12 月、報告書案（地域経済牽引企業を軸とした「地域未来への投資」

の促進に向けて）を取りまとめており、その中で企業立地の促進等による地域における

産業集積形成及び活性化に関する法律（企業立地促進法）の評価を行っている。 

企業立地促進法は、①国が地域における産業集積の形成等の促進に関する基本方針を

定め、地方公共団体は基本方針に基づく基本計画を策定する、②基本計画においては、

産業集積等の促進を図る区域（集積区域）の設定、産業集積等の意義及び目標等を定め

る、③目標については、付加価値額増加率、製造品出荷額等増加額、企業立地件数、新

規雇用創出数の４つの指標について目標値を定める、④集積区域で企業立地等を行おう

とする事業者は「企業立地計画」又は「事業高度化計画」を作成し、都道府県の承認を

得る、⑤国は中小企業の立地等に対する低利融資制度や、地方課税等の免除額への普通

交付税による補填等の措置を講じる、というスキームとなっている。 

基本計画は 2016 年 10 月時点で 191 計画が策定されており、そのうち 174 計画は計画

期間が終了しているが、終了した計画の１計画当たりの平均を見ると、上記③の４つの

指標全てについて実績値が目標値を下回る結果となっている。報告書案では課題として、

①地方公共団体による基本計画や事業者による事業計画において、成長性と地域への波

及効果を意識した戦略的な支援がなされなかった、②重要な支援措置の対象が製造業中

心であった、等を指摘している。 

更に今後の地域経済産業政策の在り方について報告書案では、①地域経済への波及効

果が高い事業について42、幅広い事業分野において利用できる支援メニューを整える、

②ノウハウの共有による、海外市場展開やＩＴ対応をはじめとする事業展開の基盤整備、

スピード感あるリスクマネー供給や税制優遇措置による設備投資支援等、地域の経済を

牽引する事業（地域経済牽引事業）への支援策をパッケージで準備していくことが求め

られる、③地域経済分析システム（RESAS）等も活用してデータに基づく分析も行いつつ、

地域経済牽引事業の促進のためのＰＤＣＡサイクルを徹底する、等としている。報告書

案を踏まえ、企業立地促進法の改正が見込まれており、注目される。 

 

５．エネルギー政策 

（１）エネルギーミックスとエネルギー革新戦略 

 2014 年４月にエネルギー基本計画（第４次）が策定され、これに基づき 2015 年７月「長

期エネルギー需給見通し」（エネルギーミックス）が決定された。同見通しでは、実質経済

成長率を 1.7％と想定するとともに、技術的にも可能で現実的な省エネルギー対策として

                                                                                  
の支払期間について、段階的に短縮に努め、将来的には 60 日以内とするよう努力する等）を内容としている。 

42 報告書案では、今後成長が期待される分野として、①先端ものづくり（医療機器、航空機等）、②農林水産

等、③第４次産業革命関連、④観光・スポーツ・文化・まちづくり関連、④ヘルスケア・教育サービス等を

挙げている。 
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考えられ得る限りのものを積み上げることにより、最終エネルギー消費（原油換算）を対

策前比 13％減（5,030 万 Kl 減）の３億 2,600 万 Kl 程度と見込んでいる。また、電源構成

については、再生可能エネルギーが 2030 年度で 22～24％と倍増する一方43、東日本大震災

前に約３割を占めていた原子力は 20～22％とされている。 

 このエネルギーミックスの実現を図るため、省エネ、再エネを始めとする関連制度を一

体的に整備し、ＧＤＰ600 兆円実現への貢献とＣＯ２排出抑制の両立を目指す「エネルギ

ー革新戦略」が 2016 年４月に策定された。同戦略は①徹底した省エネ（産業トップランナ

ー制度44の全産業への展開45、中小企業・住宅・運輸における省エネ強化等46）、②再エネの

拡大（国民負担の抑制と最大限導入の両立（ＦＩＴ関連制度の見直し）、系統制約解消47等）、

③新たなエネルギーシステムの構築（電力業界の自主的枠組みの構築48等）を内容として

おり、同戦略の実行により 2030 年度には省エネや再エネなどのエネルギー関連投資 28 兆

円（うち水素関連１兆円）の効果が期待されるとしている。 

 

（２）ＦＩＴ法改正 

 ＦＩＴ関連制度の見直しについては、2016 年２月に「電気事業者による再生可能エネル

ギー電気の調達に関する特別措置法」（ＦＩＴ法）の改正案が提出され、第 190 回国会で成

立している（同年５月）。この背景としては、ＦＩＴ制度の導入後、再エネの導入が太陽光

に集中し49、電力会社による接続保留50や買取費用の増大51などの問題が生じたことがある。 

 改正の主な内容は、①未稼働案件の発生を踏まえた新認定制度の創設（系統への接続契

約締結を認定の要件とする、既存の認定案件は原則として新制度での認定取得を求める）、

②コスト効率的な導入（中長期的な買取価格の目標を設定する、事業用太陽光を対象とし

た入札制を導入する、数年先の認定要件の買取価格まで予め提示することを可能とする、

電気を大量に消費する事業所における賦課金減免制度について見直しを行う）、③再生可能

エネルギー電気の買取義務者を小売電気事業者等から一般送配電事業者に変更する、とい

うものになっている。数年先の認定要件の買取価格の提示については、住宅用太陽光や風

                                                                                  
43 2013 年度の電源構成に占める再生可能エネルギーの比率は、水力が 8.5％、水力以外の再エネが 2.2％。 
44 トップランナー制度とは、市場に存在する最もエネルギー効率が優れた製品の値を基準値とする制度である。 
45 今まで対象外だった流通・サービス産業にも導入し、2018 年度までに全産業のエネルギー消費の７割のカ

バーを目指す。 
46 2020 年までに、注文戸建住宅の過半数でＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の実現を目指す、

2030 年度までに新車販売に占める次世代自動車の割合を５～７割とするため、2016 年度から 20 年度までの

５年間、燃料電池自動車（ＦＣＶ）や電気自動車（ＥＶ）等の車両購入価格を補助する等。 
47 再エネの出力制御を行う前の回避措置として、地域間連系線を活用し、受入れ余地のある他地域への送電を

行う広域的な系統運用を 2016 年４月より開始。 
48 2015 年７月に、電気事業連合会加盟社等、主要電気事業者が 2030 年度の二酸化炭素の排出係数をｋＷｈ当

たり 0.37ｋｇとする等を内容とする「電気事業における低炭素社会実行計画」を策定した。 
49 2016 年８月末で導入容量 3,162 万ｋＷのうち太陽光（非住宅）が 2,595 万ｋＷを、認定容量 8,821 万ｋＷ

のうちでは太陽光（非住宅）が 7,527 万ｋＷを占めている。 
50 2014 年９月に、再生可能エネルギーの導入量と申込量の合計が低負荷期の電力需要を超過する等して、北

海道・東北・四国・九州・沖縄の各電力会社が接続申込に対し回答保留を行った。 
51 買取費用は、ＦＩＴ制度が導入された 2012 年度は約 2,500 億円であったが、その後 2013 年度：約 4,800 億

円、2014 年度：約 9,000 億円、2015 年度：約１兆 8,400 億円、2016 年度：約２兆 3,000 億円となっている。

「長期需給見通し」の参考資料では、2030 年度の買取費用を 3.7 兆円～4.0 兆円と想定している。 
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力について価格低減のスケジュールを示すとともに、地熱・風力・中小水力等のリードタ

イムの長い電源について参入を促すことを目的としたものである。また賦課金減免制度に

ついては、2017 年度の認定分の申請時（2016 年 11 月）から見直し後のルールが適用され、

減免率は現行の８割から、製造業等については優良基準52を満たした者は８割、それ以外

は４割、非製造業については優良基準を満たした者は４割53、それ以外は２割とされた。 

 ＦＩＴ法改正を受け、調達価格等算定委員会において、入札の対象や実施時期、複数年

度の調達価格設定の期間等について検討が行われている。 

 

（３）エネルギー革新戦略を踏まえた省エネ政策 

 ＣＯ２排出抑制と経済成長の両立を目指すエネルギー革新戦略を踏まえた省エネ政策に

ついて、総合資源エネルギー調査会省エネルギー小委員会で検討が行われており、2016 年

11 月中間取りまとめ骨子案が示された。同骨子案では、①エネルギーミックスで掲げられ

た省エネ目標（2030 年度に最終エネルギー消費で原油換算 5,030 万 Kl 減）達成のために

はオイルショック後並のエネルギー効率の改善（ＧＤＰ当たりのエネルギー効率の 35％改

善）が必要であるが、1990 年代以降は我が国のエネルギー効率の改善ベースは鈍化してい

る、②個々の事業者の枠を超え、業界、サプライチェーン、グループ単位等の複数事業者

が連携した省エネの取組が拡大しており、新たな省エネの手法として国としても積極的に

推進すべきであり、このため、個々の事業者ごとの省エネ努力に着目している現行の省エ

ネ法や支援策について必要な見直しが検討されるべき、③グループ会社全体で一体的にエ

ネルギー管理を行う事業者も存在し、省エネ法においてもこのような実態への対応が検討

されるべき等としている。省エネ法の改正の動きも含めた新たな省エネ政策が注目される。 

 

（４）原発の再稼働 

 東日本大震災発生前には、我が国では 17 原発 54 基が運転していたが、その後福島第一

原子力発電所（１号機から６号機）の廃止54、「40 年ルール55」の導入に伴う原発の廃止に

より56、2016 年 12 月現在、我が国の原発は 42 基となっている（他に３基が建設中57）。 

新規制基準施行後に、16 原発の 26 基の原子炉について、新規制基準への適合性審査へ

の申請が行われ、このうち 10 基が新規制基準に適合していると認められ58、５基の原子炉

                                                                                  
52 売上高当たりの電気使用量（原単位）が、直近４事業年度分の平均で１％以上改善されている等。 
53 優良基準を満たす場合については、2017 年度８割、2018 年度６割とする経過措置を設ける。 
54 １号機から４号機が 2012 年４月に、５号機・６号機が 2014 年１月に廃止された。 
55 2013 年７月に施行された改正原子炉等規制法により、原発の運転期間は使用前検査に合格した日から起算

して 40 年とされ、１回に限り、20 年を超えない期間延長することができるとされた。 
56 日本原電敦賀１号機、関西電力美浜１・２号機、九州電力玄海１号機、中国電力島根１号機が 2015 年４月

に、四国電力伊方 1 号機が 2016 年５月に廃止された。 
57 電源開発大間、東京電力東通１号機、中国電力島根３号機。 
58 発電用原子炉設置変更許可申請書に関する審査書案が原子力規制委員会で了承されたもの。審査書案はパブ

リックコメント等を経て正式に決定される。再稼働には更に工事計画認可、保安規定認可が必要である。九

州電力川内１・２号機、関西電力高浜３・４号機、四国電力伊方３号機、関西電力高浜１・２号機、美浜３

号機の８基について設置変更許可が行われ、九州電力玄海３・４号機についても審査書案が了承されている。

また、高浜１・２号機、美浜３号機について運転延長が認可されている。 
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が再起動したが59、2016 年 12 月 12 日時点で稼働しているのは九州電力川内１・２号機と

四国電力伊方３号機の３基のみである60。再起動した関西電力高浜３・４号機が大津地裁

の運転差止仮処分決定により運転停止となるなど61、原発の再稼働は順調には進んでいな

い。運転開始後 40 年を経過し、廃炉を選択する原子炉が増加すること、現時点で原発の新

増設は想定されていないことから、2030 年度で電源構成の 20～22％というエネルギーミッ

クスの原発比率が達成可能か今後の課題となろう。 

 

（５）電力システム改革貫徹、東京電力改革・１Ｆ問題委員会 

ア 電力システム改革貫徹のための政策小委員会における議論 

  東日本大震災後の電力需給逼迫等を踏まえ、安定供給の確保、電気料金の最大限の抑

制、需要家の選択肢や事業者の事業機会の拡大を目的として電力システム改革が進めら

れ、３次にわたり電気事業法の改正が行われた。これにより、2015 年４月には電力広域

的運営推進機関が設立され（第１段階）、2016 年４月には電気の小売全面自由化が実施

された（第２段階）。更に 2020 年４月には送配電部門の法的分離が予定されており（第

３段階）、その際、競争状態を見極めた上で料金規制が解除されることとされている。 

  電力システム改革の推進について、更なる競争活性化の方策と、自由化の下でも実現

すべき公益的課題への対応を促す仕組みを整備するため、2016 年９月、総合資源エネル

ギー調査会の下に「電力システム改革貫徹のための政策小委員会」が設置され、更にそ

の下に市場整備ワーキンググループと財務会計ワーキンググループが設置された62。 

  市場整備ワーキンググループにおいては、①ベースロード電源市場、②連系線利用ル

ールの見直し、③容量メカニズム、④非化石価値取引市場等について議論が行われてい

る。①は新電力が石炭火力以外のベースロード電源（原子力、一般水力）にほとんどア

クセスできておらず、より高価なＬＮＧ等で対応せざるを得ないため、大手電力会社に

比べ十分な競争力を有していない状況63を改善するため、新電力がアクセス容易な市場

を創設し、ベースロード電源を売買できるようにするものである。ワーキンググループ

においては、旧一般電気事業者であった発電事業者等にベースロード電源の供出を求め、

市場において新電力が優先的にアクセスすることができるようにすることや、市場供出

量は新電力の需要の３割程度とすること等が検討されている。②については、現状の地

域間の連系線利用ルールである「先着優先ルール」では、広域メリットオーダー（より

安い電源から動かす）がいかせないことから、コストの安い電源順に送電させる間接オ

ークションを導入すること等が検討されている。③は総括原価方式から市場取引を通じ

                                                                                  
59 川内１・２号機、高浜３・４号機、伊方３号機。 
60 川内２号機は 2016 年 12 月に定期検査入りする予定。 
61 高浜３号機は、2016 年 1 月 29 日に原子炉を起動、２月１日に発電を開始した。高浜４号機は２月 26 日に

原子炉を起動したが、2 月 29 日に自動停止した。大津地裁の仮処分決定（３月９日）を受け、稼働中の３号

機も３月 10 日停止した。関西電力は大津地裁の決定を不服として、大阪高裁に抗告している。 
62 同小委は 2016 年内の中間取りまとめを目指している。 
63 各社の供給計画を見ると、2025 年度において大手電力会社の電力供給力の 31.9％（原子力 10.2％、石炭

15.2％、一般水力 6.5％）をベースロード電源が占めているのに対し、新電力においては 4.6％（うち石炭

4.3％）にとどまっている。 
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た投資回収への移行により投資回収の予見性が低下し、適切な電源投資が行われなくな

り、需給の逼迫や、再エネ導入に当たっての調整電源が確保できない問題が生じる恐れ

があるため、卸電力市場（ｋＷｈ市場）とは別に供給能力の価値に応じた容量価格（ｋ

Ｗ価格）を支払う容量市場の導入が検討されている。④は卸電力取引所における取引で

は、相対取引と異なり非化石電源と化石電源を区別せず取引され、小売電気事業者が非

化石価値（非化石電源の電力価値）にアクセスすることが不可能となっているため64、

非化石価値を証書化し、取引する仕組みが検討されている。 

  一方、財務会計ワーキンググループにおいては、廃炉会計制度等、自由化を踏まえた

財務・会計等の在り方が議論されている。廃炉会計制度については、原発廃止の決定に

より残存簿価が一括して減損し、多額の損失が生じ、廃炉の円滑な実施に支障を及ぼす

おそれから、2013 年に、①廃止措置中も電気事業の一環として事業の用に供される設備

（原子炉格納容器等）について、運転終了後も減価償却費を電気料金原価に含めうるこ

ととする、②原子力発電施設解体引当金について発電実績に応じた引当てから定額制に

し、運転期間 40 年に安全貯蔵期間 10 年を加えた 50 年を引当期間とする旨の見直しが、

更に 2015 年には、③2013 年の制度改正後も一括費用計上が必要であった発電資産（発

電機等）の残存簿価や核燃料の解体費用等も 10 年間で分割して償却し、償却費用を小売

規制料金の原価に算入することを認める旨の見直しがそれぞれ行われている。 

ワーキンググループでは、①自由化（小売規制料金の撤廃）後も現行の廃炉会計制度

を維持していくべき、②解体引当金は運転期間中に引き当てることが原則であり、引当

期間を 50 年から 40 年に短縮する、③廃炉費用については今後も原則として原子力事業

者が負担するが、既に廃炉中のものや、今後早期廃炉を行うものについては引当期間の

見直しに伴う一括費用認識を回避するため、託送料金の仕組みを利用して段階的に費用

計上する（新電力も負担）65、等が検討されている。 

  更にワーキンググループでは、原子力事故の賠償の備えに関する負担の在り方につい

て、①原子力損害賠償・廃炉等支援機構法は、原子力事業を開始した当時から措置され

ておくべきであったものであり、本来であれば、福島第一原発事故が発生した時点で、

一定額の賠償への備え（一般負担金）が確保（積立て）されているべきであったが、実

際には、措置は講じられておらず、予め資金が確保されていなかった、②その結果、「過

去分」を負担していない当時の電気の全需要家は、より安価な電気を享受していた一方、

自由化以後は、引き続き原子力事業者から電気の供給を受ける需要家と、新電力へ切り

替えた需要家との間で負担に格差が生じているとして、「過去分」について国民全体で負

担することが妥当でないか、との論点が示されている66。またワーキンググループでは

                                                                                  
64 エネルギー供給構造高度化法により、小売電気事業者は自らの調達する電気に対する非化石電源（再エネ、

原子力）の比率を 2030 年度に 44％以上とすることが求められている。 
65 2015 年の廃炉会計の見直しに当たっての報告書（「原発依存度低減に向けて廃炉を円滑に進めるための会計

関連制度について」総合資源エネルギー調査会廃炉に係る会計制度検証ワーキンググループ（2015 年３月））

では、「将来の扱い」として、「競争が進展する中においても総括原価方式の料金規制が残る送配電部門の料

金（託送料金）の仕組みを利用し、費用回収が可能な制度とする」としている。 
66 資源エネルギー庁「原子力事故の賠償の備えに関する負担の在り方について」（2016 年 11 月） 
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福島第一原発廃炉のための資金管理の方策として、東京電力が捻出した資金を廃炉の監

督・資金管理を行う第三者機関に積み立てる制度が検討されている。 

イ 東京電力改革・１Ｆ問題委員会 

  2016 年 10 月に経済産業省に設置された「東京電力改革・１Ｆ問題委員会」は、東電

改革について 2016 年度内目途に最終提言の取りまとめを予定しており、提言内容は東京

電力の「新・総合特別事業計画」の改定に反映される。同年 12 月に公表された提言原案

骨子案では、東京電力に経営改革を求めるとともに、①事故炉廃炉管理型積立金制度の

創設等を行う、②送配電事業合理化分を事故廃炉事業に優先的に充当する仕組みを設け

る、③賠償に係る資金の積立不足分を電力の全需要家から公平回収する仕組みを検討す

るとしており、財務会計ワーキンググループでの検討を反映した内容となっている。 

また同委員会では参考として、福島事故に関連して確保すべき資金の全体像が示され

ている（図表３参照）。現在の交付国債枠９兆円（賠償：5.4 兆、除染：2.5 兆円、中間

貯蔵施設 1.1 兆）、廃炉費用２兆円に比べると大幅に増加し、交付国債枠 13.5 兆円（賠

償：7.9 兆円、除染：4.0 兆円、中間貯蔵施設：1.6 兆円）、廃炉費用８兆円の計 21.5 兆

円となっており、そのうち 15.9 兆円が東電の負担とされている。骨子案では送配電コス

ト改革や柏崎刈羽原発の再稼働による収益の向上により、廃炉に年間 0.3 兆円、賠償に

0.2 兆円をそれぞれ 30 年程度支出すると見込み、また、国が保有する１兆円の東電株式

について、４兆円の売却益を想定している67。 

電力システム改革貫徹のための政策小委員会、東京電力改革・１Ｆ問題委員会の議論

では様々な論点が示されているが、原発事故の賠償費用について「過去の積立て不足」

を新電力も含めて負担させること、また、福島第一原発の廃炉費用等が更に増加した際

の対応等については議論を呼ぶものと思われる。原子力損害賠償・廃炉等支援機構法の

改正等も含め、今後が注目される。   

 

図表３ 福島事故に関連して確保すべき資金 

 

（注）１．廃炉・汚染水対策に係る金額は第６回委員会において公表された「有識者ヒアリング結果報告」を引用したもの。 

２．別途、廃炉の研究開発に平成 28 年度補正予算までの累計で 0.2 兆円がある。 

   ３．別途、東電の自己資金で除染を実施する 0.2 兆円分（原賠補償法に基づく補償金相当）がある。 

（出所）東京電力改革・１Ｆ問題委員会（第６回）「参考資料」（2016 年 12 月）より作成 

 

（なわた やすみつ） 

                                                                                  
67 2016 年 12 月 14 日の第 7 回委員会で示された「東電改革提言（原案）」においても、必要な資金規模につい

て同様の考えが示され、「今後見込まれる福島事業は約 22 兆円」とし、東電負担額については約 16 兆円とし

ている。 

　 廃炉・汚染水＊１ 賠償 除染 中間貯蔵 合計
5.4兆円→7.9兆円 2.5兆円→4.0兆円 1.1兆円→1.6兆円

２兆円→８兆円 2.5兆円→4.0兆円
（管理型積⽴⾦を想定） （株式売却益を想定）

大手電力 － 2.7兆円→3.7兆円 － － 2.7兆円→3.7兆円
新電力 － 0.24兆円 － － 0.24兆円

国 （研究開発支援）＊２ － （株式売却益） 1.1兆円→1.6兆円 1.1兆円→1.6兆円

11.0兆円→21.5兆円

2.7兆円→3.9兆円 － 7.2兆円→15.9兆円＊３東電

交付国債枠：９兆円→13.5兆円
金額 2.0兆円→8.0兆円


